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日興エコファンド 日興アセットマネジメント

H11.8.20 国内株式 38,155

損保ジャパン・グリーン・オープン（ぶな

の森）

損保ジャパン・アセットマネジメント

H11.9.30 国内株式 19,046

興銀第一ライフエコファンド 興銀第一ライフ・アセットマネジメント

H11.10.29 国内株式 5,568

ＵＢＳ日本株式エコファンド（エコ博士） ＵＢＳグローバル・アセット・マネジメント

H11.10.29 国内株式 3,423

エコ・パートナーズ（みどりの翼） ＵＦＪパートナーズ投信

H12.1.28 国内株式 2,773

朝日ライフＳＲＩ社会貢献ファンド（あす

のはね）

朝日ライフアセットマネジメント

H12.9.28 国内株式 5,054

エコ・バランス 三井住友アセットマネジメント

H12.10.31 国内株式 1,282

日興グローバル・サステナビリティ（ｇｌｏ

ｂｅ）Ａ

日興アセットマネジメント

H12.11.17 国内外株式 957

日興グローバル・サステナビリティ（ｇｌｏ

ｂｅ）Ｂ

日興アセットマネジメント

H12.11.17 国内外株式 494

グローバル・エコ・グロース・ファンド

（Ｍｒｓ．グリーン）Ａコース

大和住銀投資顧問

H13.6.15 国内外株式 1,271

グローバル・エコ・グロース・ファンド

（Ｍｒｓ．グリーン）Ｂコース

大和住銀投資顧問

H13.6.15 国内外株式 2,447

ＵＢＳグローバル株式４０ ＵＢＳグローバル・アセット・マネジメント

H15.11.7 国内外株式 3,719

住信ＳＲＩ・ジャパン・オープン（グットカ

ンパニー）

住信アセットマネジメント

H15.12.26 国内株式 53,951

フコクＳＲＩ「社会的責任投資」ファンド

（確定拠出年金専用）

しんきんアセットマネジメント

H16.4.1 国内株式 4,248

ダイワＳＲＩファンド 大和証券投資信託委託

H16.5.20 国内株式 9,974

野村グローバルＳＲＩ１００（野村世界社

会的責任投資）

野村アセットマネジメント

H16.5.28 国内外株式 4,205

ＤＣ・ダイワＳＲＩファンド（確定拠出年金

専用）

大和証券投資信託委託

H16.7.20 国内株式 43

野村　日本ＳＲＩインデックスＦ（確定拠

出年金専用）

野村アセットマネジメント

H16.7.30 国内株式 15

野村　日本ＳＲＩインデックスＦ（確定拠

出年金専用）

野村アセットマネジメント

H16.7.30 国内株式 52

モーニングスターＳＲＩインデックス・

オープン（つながり）

野村アセットマネジメント

H16.7.30 国内株式 2,749

中央三井ＳＲＩファンド「適格機関投資

家専用」（確定拠出年金専用）

中央三井アセットマネジメント

H16.8 国内株式 （非開示）

三菱ＵＦＪ　ＳＲＩファンド（ファミリー・フレ

ンドリー）

三菱ＵＦＪ投信

H16.12.3 国内株式 4,447

ＡＩＧ－ＳＡＩＫＹＯＵ日本株式ファンド（す

いれん）

ＡＩＧ投信投資顧問

H17.3.18 国内株式 5,929

ＡＩＧ/りそな　日本株式ＣＳＲファンド

（誠実の杜）

ＡＩＧ投信投資顧問

H17.3.18 国内株式 15,210

損保ジャパン・ＳＲＩオープン（未来のち

から）

損保ジャパン・アセットマネジメント

H17.3.25 国内株式 1,695

ＡＩＧ/ひろぎん　日本株式ＣＳＲファンド

（クラスＧ）

ＡＩＧ投信投資顧問

H17.4.28 国内株式 744

日本ＳＲＩオープン（絆） 日本投信委託

H17.8.12 国内株式 2,557

アジアＳＲＩファンド コメルツ投信信託顧問

H17.11.11 国内外株式 117

ＤＩＡＭ高格付インカク・オープンＳＲＩ

（ハッピークローバーＳＲＩ）

興銀第一ライフ・アセットマネジメント

H17.12.22

国内株式・外国

債券

1,709

インベスコ日本株式フォーカス・アル

ファ（プラスアングル）

インベスコ投信投資顧問

H18.2.6 国内株式 39,246

ダイワ・エコ・ファンド 大和証券投資信託委託

H18.3.29 国内株式 57,719

自然環境保護ファンド（尾瀬紀行） 興銀第一ライフ・アセットマネジメント

H18.5.26

国内株式・外国

債券

3,770

住信日本株式ＳＲＩファンド 住信アセットマネジメント

H18.6.12 国内株式 5,406

地球温暖化防止関連株ファンド（地球

力）

新光投信

H18.6.30 国内外株式 4,198

りそな・SGウーマンJファンド（Love

Me!　PREMIUM)

ソシエテジェネラルアセットマネジメント

H18.6.30 国内株式 2,632

「しがぎん」ＳＲＩ三資産バランス・オー

プン（ＯＨみらい）

大和証券投資信託委託

H18.9.27

国内株式・外国

債券

987

三井トラスト社会的責任ファンド（SRI計

画）

中央三井アセットマネジメント

H18.11.30 国内株式 1,155

合計 306,947

設定時期 投資対象 設定運用会社

（平成１９．２．２８現在　銀泉保険コンサルティング㈱調べ）
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Risks　Report

急増するＣＳＲ報告書発行企業

－東証一部上場企業のCSR関連報告書調査　No.2－
銀泉株式会社

銀泉保険コンサルティング株式会社
[image: image2.emf]（表４）　GRIガイドライン（２００２年版）の項目と各社報告書の対応状況
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１．ビジョンと戦略 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2

２．報告組織の概要 22 22 18 14 16 14 17 20 22 21 13 20 15 18 17 21 22 20 20 19 15 21 16 17 19 20 22

３．統治機構とマネジメントシステム 20 18 17 10 14 17 6 18 19 16 8 14 12 18 14 18 20 17 15 18 13 18 15 16 12 13 17

４．GRIガイドライン対照表 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

５．パフォーマンス指標

統合指標 2 2 2 1 2 0 2 2 2 0 2 0 1 1 2

経済的パフォーマンス指標 10 4 7 2 2 2 3 4 4 8 3 3 2 7 3 8 8 8 2 1 2 4 4 1 2 10 2

3 0 0 0 1 0 2 3 1

環境パフォーマンス指標 16 13 13 12 4 3 6 9 12 12 9 4 10 8 6 12 10 4 15 10 5 13 9 8 12 16 14

19 6 7 4 1 1 2 3 2 5 2 0 5 2 2 5 0 2 8 4 1 9 7

社会的パフォーマンス指標

労働慣行と公正な労働条件 11 10 5 2 3 3 5 7 5 3 3 9 9 8 2 11 8 5 8 5 3 9 5 6 6 3 8

6 6 6 3 4 2 2 3 4 4 4 4 4 5 4 5 3 1 5 3 3 5 1 5

人権 7 7 7 1 2 1 6 7 5 6 5 2 4 7 5 5 6 7 7 5 3 4 4 6

7 3 2 2 1 3 3 3 3 2 7 2 3 5 1 0 2 3 3 3 1 3 3

社会 3 2 2 1 2 2 2 2 2 3 2 3 3 1 2 2 2 3 2 1 3 1 1 3

4 1 2 1 1 3 2 1 1 1 2 1 2 1 1 0 1 2 3 2 2 2 2

製品責任 3 2 3 1 1 2 1 2 3 2 2 3 2 3 3 3 3 3 3 3 2 3 1 3 2 3 3

8 2 3 1 2 1 8 2 2 1 2 2 1 2 3 3 0 4 1 7 3 3 5 2

（パフォーマンス指標必須項目数小計） (52) (40) (39) (19) (14) (11) (15) (31) (33) (27) (24) (29) (31) (30) (21) (46) （37） (22) (35) （29） （22） (38) (26) (24) (28) (37) (38)

（　　　　　　〃　　　　　任意項目数小計） (47) (18) (20) (7) (7) (10) (5) (19) (12) (15) (10) (14) (15) (4) (12) (16) （14） (8) (1) （12） （８） (26) (15) (12) (0) (23) (20)

項目数合計および適合項目数合計 144 101 96 53 54 55 46 91 89 82 57 80 76 73 67 104 96 70 74 81 61 106 74 72 62 96 100

うち必須指標項目 97 83 76 46 47 45 41 72 77 67 47 66 61 69 55 88 84 62 73 （69） 53 80 59 60 62 73 80

うち任意指標項目 47 18 20 7 7 10 5 19 12 15 10 14 15 4 12 16 14 8 1 12 8 26 15 12 0 23 20

全指標項目に対する適合率（％） 70.1 66.7 36.8 37.5 38.2 31.9 63.2 61.8 56.9 39.6 55.6 52.8 50.7 46.5 72.2 66.7 48.6 51.4 56.3 42.4 73.6 51.4 50.0 43.1 66.7 69.4

項目の内容



（アミカケ部分は必須項目指標）

Ｇ

Ｒ

Ｉ

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

項

目

数


目次

1． はじめに
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　２頁

2． 急増するＣＳＲ報告書発行企業
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　２頁

（１）調査の手法

（２）調査結果

3． CSR報告書発行企業急増の背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　５頁

（１）企業運営のパラダイムシフト

（２）内部統制への対応

（３）SRI投資信託の増加

4． おわりに
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　６頁

　　当レポートは、平成１８年度秋学期大分大学経済学部における銀泉㈱寄附講義

「企業のリスクマネジメント」の講義内容の一部を修正の上、取りまとめたものです。

１．はじめに

企業と様々なステークホルダーとの関わりが多様化・複雑化するなかで、「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」（Corporate　Social　Responsibility）が広く社会に認知され、企業のＣＳＲへの取り組みが進展している。当社は一昨年（平成１７年）１０月を基準時点に東証一部上場企業のＣＳＲ関連報告書を全数調査したが、１年を経過した平成１８年１０月に発行状況がどのように変化したかを同じ方法で調査した。

この１年間における東証一部上場企業のＣＳＲ報告書等発行状況の変化を分析する。

２．急増するＣＳＲ報告書発行企業

（１）調査の手法

平成１８年１０月時点における東証一部上場企業１，６９９社を対象とし、各社ホームページ等によりＣＳＲ報告書等の発行状況を確認した。報告書名称により次の３グループに分類した。

「ＣＳＲ報告書」・・・・・・・・・ＣＳＲ報告書、サステナビリティレポート、持続可能性報告書等

「社会・環境報告書」・・・・社会・環境報告書、環境経営報告書、環境安全報告書等

「環境報告書」・・・・・・・・・・環境報告書、環境レポート、エコレポート等

（２）調査結果

今回の調査結果および前年との比較の主なポイントは以下の通りであった。（表１、図１～２参照）

（イ）「ＣＳＲ報告書」等の発行企業は倍増

①「ＣＳＲ報告書」発行企業が７７社から１６３社へ、８６社増加し前年比２倍以上に急増した。また、「社会・環境報告書」は１６２社から１８２社へ２０社（同１２．３％）増加した。

一方、「環境報告書」は３１６社から２４６社へ７０社減少（同２２．２％減）し、従来の「環境報告書」から「ＣＳＲ報告書」へのシフトが急進展した。

②一方、東証一部上場企業における報告書全体の発行企業総数は、平成１７年調査の５５５社から平成１８年の５９１社と３６社（６．４％）の増加となった。

③業種別にみると、製造業の「ＣＳＲ報告書」発行企業が平成１７年５０社から平成１８年１００社に倍増し、「社会・環境報告書」も１５社増加した。一方、「環境報告書」は２３９社から１９１社へ４８社減少し、「ＣＳＲ報告書」へのシフトが著しい。製造業のなかでは食品、化学業界で、従来の「環境報告書」から「CSR報告書」、「社会・環境報告書」に大幅にシフトした（食品１０社、化学１８社増加）。電機機器業界においてもCSR報告書発行企業が増加している（７社増加）。

製造業以外の業界においては、建設（「ＣＳＲ報告書」７社増加）、商業（同１０社増加）、金融・保険（同４社増加）、情報・通信（同４社増加）、電力・ガス（同７社増加）等、幅広い業種で「ＣＳＲ報告書」の発行企業が増加している。

（ロ）業種別発行比率の変化は小

業種別に報告書発行比率（ＣＳＲ，社会環境、環境、全報告書ベース）についてみると、前年と大きな変化はない。

業種別発行比率の特徴は以下の通り。

①電力・ガス、製造業の発行比率が高い

業種別発行比率では、電力・ガス（平成１８年発行比率１００％）、製造業（同５０．２％）の報告書の発行比率が高くなっている。製造業では、パルプ・紙（８４．６％）、非鉄金属（７０．８％）、化学（６５．１％）、電気機器（６１．１％）、輸送用機器（５９．０％）、ゴム製品（５８．３％）、窯業（５５．２％）、食品（５４．８％）の順に発行比率が高く、とくに「環境」への対応が求められる素材型産業の割合が高い形となっている。

②非製造業の発行比率は相対的に低い
報告書等の発行比率の低い業種は、倉庫・運輸関連（０％）、サービス（６．１％）、不動産（１０．０％）、情報・通信（１１．０％）、金融・保険（１１．５％）等、非製造業が中心となる。これは、非製造業では製造業に比べ環境報告書に対応する企業が少ないことが要因と判断される。ただし、こうした中にあって金融業界ではアニュアル・レポートに環境や社会について盛り込んでいるケースが多く、ＣＳＲ報告書を発行する企業も増加していることが特徴として指摘できる。
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4

839 852 411 49.0% 428 50.2% 50 100 122 137 239 191

食品 73 73 39 53.4% 40 54.8% 2 7 12 17 25 16

繊維 47 47 12 25.5% 12 25.5% 5 7 3 1 4 4

パルプ･紙 13 13 10 76.9% 11 84.6% 0 2 2 1 8 8

化学 155 152 96 61.9% 99 65.1% 11 24 32 37 53 38

石油･石炭製品 10 10 5 50.0% 5 50.0% 2 2 1 1 2 2

ゴム製品 11 12 7 63.6% 7 58.3% 0 0 3 4 4 3

窯業 26 29 15 57.7% 16 55.2% 2 2 3 5 10 9

鉄鋼 34 34 11 32.4% 11 32.4% 1 3 1 3 9 5

非鉄金属 22 24 14 63.6% 17 70.8% 0 3 0 4 14 10

金属製品 38 39 11 28.9% 10 25.6% 1 1 3 4 7 5

機械 120 121 31 25.8% 34 28.1% 1 9 7 4 23 21

電気機器 162 167 97 59.9% 102 61.1% 18 25 28 29 51 48

輸送用機器 60 61 35 58.3% 36 59.0% 2 6 18 19 15 11

精密機器 23 24 10 43.5% 11 45.8% 0 3 5 3 5 5

その他製造 45 46 18 40.0% 17 37.0% 5 6 4 5 9 6

5

273 281 44 16.1% 45 16.0% 7 17 18 17 19 11

6

145 148 12 8.3% 17 11.5% 10 14 0 1 2 2

7

45 50 5 11.1% 5 10.0% 2 4 0 0 3 1

8

46 47 17 37.0% 19 40.4% 2 4 6 9 9 6

9

15 16 0 0.0% 0 0.0% 0 0 0 0 0 0

10

86 91 11 12.8% 10 11.0% 3 7 2 1 6 2

11

17 17 17 100.0% 17 100.0% 2 9 5 4 10 4

12

75 82 3 4.0% 5 6.1% 0 0 1 2 2 3

1,659 1,699 555 33.5% 591 34.8% 77 163 162 182 316 246

＋３６

社会と環境 環境

（単位：社）

平成１７年度 平成１８年度

合　　　計

CSR

平成１７年度 平成１８年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１７年度 平成１８年度

東証一部上場企業数 報告書発行企業

平成１７年度 平成１８年度

水産・農林

鉱業

建設

製造業

電力・ガス

サービス

業　　種

（

製

　

　

造

　

　

業

　

　

内

　

　

訳

）

倉庫･運輸関連

情報・通信

商業

金融･保険

不動産

陸・海・空運

＋８６ ＋２０ ▲７０

前　年　比

＋４０

（表１）業種別　報告書等　発行状況　　(平成１７年１０月との比較)

(出所)　各社ＨＰより銀泉保険コンサルティング㈱が取りまとめ

（図１）東証一部上場企業の報告書発行企業数の前年比較
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１．ビジョンと戦略 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2

２．報告組織の概要 22 22 18 14 16 14 17 20 22 21 13 20 15 18 17 21 22 20 20 19 15 21 16 17 19 20 22

３．統治機構とマネジメントシステム 20 18 17 10 14 17 6 18 19 16 8 14 12 18 14 18 20 17 15 18 13 18 15 16 12 13 17

４．GRIガイドライン対照表 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

５．パフォーマンス指標

統合指標 2 2 2 1 2 0 2 2 2 0 2 0 1 1 2

経済的パフォーマンス指標 10 4 7 2 2 2 3 4 4 8 3 3 2 7 3 8 8 8 2 1 2 4 4 1 2 10 2

3 0 0 0 1 0 2 3 1

環境パフォーマンス指標 16 13 13 12 4 3 6 9 12 12 9 4 10 8 6 12 10 4 15 10 5 13 9 8 12 16 14

19 6 7 4 1 1 2 3 2 5 2 0 5 2 2 5 0 2 8 4 1 9 7

社会的パフォーマンス指標

労働慣行と公正な労働条件 11 10 5 2 3 3 5 7 5 3 3 9 9 8 2 11 8 5 8 5 3 9 5 6 6 3 8

6 6 6 3 4 2 2 3 4 4 4 4 4 5 4 5 3 1 5 3 3 5 1 5

人権 7 7 7 1 2 1 6 7 5 6 5 2 4 7 5 5 6 7 7 5 3 4 4 6

7 3 2 2 1 3 3 3 3 2 7 2 3 5 1 0 2 3 3 3 1 3 3

社会 3 2 2 1 2 2 2 2 2 3 2 3 3 1 2 2 2 3 2 1 3 1 1 3

4 1 2 1 1 3 2 1 1 1 2 1 2 1 1 0 1 2 3 2 2 2 2

製品責任 3 2 3 1 1 2 1 2 3 2 2 3 2 3 3 3 3 3 3 3 2 3 1 3 2 3 3

8 2 3 1 2 1 8 2 2 1 2 2 1 2 3 3 0 4 1 7 3 3 5 2

（パフォーマンス指標必須項目数小計） (52) (40) (39) (19) (14) (11) (15) (31) (33) (27) (24) (29) (31) (30) (21) (46) （37） (22) (35) （29） （22） (38) (26) (24) (28) (37) (38)

（　　　　　　〃　　　　　任意項目数小計） (47) (18) (20) (7) (7) (10) (5) (19) (12) (15) (10) (14) (15) (4) (12) (16) （14） (8) (1) （12） （８） (26) (15) (12) (0) (23) (20)

項目数合計および適合項目数合計 144 101 96 53 54 55 46 91 89 82 57 80 76 73 67 104 96 70 74 81 61 106 74 72 62 96 100

うち必須指標項目 97 83 76 46 47 45 41 72 77 67 47 66 61 69 55 88 84 62 73 （69） 53 80 59 60 62 73 80

うち任意指標項目 47 18 20 7 7 10 5 19 12 15 10 14 15 4 12 16 14 8 1 12 8 26 15 12 0 23 20

全指標項目に対する適合率（％） 70.1 66.7 36.8 37.5 38.2 31.9 63.2 61.8 56.9 39.6 55.6 52.8 50.7 46.5 72.2 66.7 48.6 51.4 56.3 42.4 73.6 51.4 50.0 43.1 66.7 69.4

項目の内容



（アミカケ部分は必須項目指標）
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（図２）業種別　報告書等　発行比率　　(平成１７年１０月および平成１８年１０月)
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３．CSR報告書発行企業急増の背景

ＣＳＲ報告書が急増した背景としては以下のような事情が指摘できよう。

（１）企業運営のパラダイムシフト

近年、企業は経済的側面だけではなく、社会的、環境的側面にも配慮しつつ株主価値の最大化を図ることを求められており、シェアホルダーからの要請のみならずあらゆるステークホルダーからの要請を視野に入れることが求められている。企業運営は従来のシェアホルダーを中心とするモデルからステークホルダーを中心とするモデルへとパラダイムシフト的転換が進行している。こうした状況の下で、様々なステークホルダーを対象に企業の対応を開示、説明する必要性が高まってきたことがCSR報告書急増の背景として指摘できる。

（２）内部統制への対応

また、平成１８年５月の新会社法施行、あるいは金融商品取引法（Ｊ－ＳＯＸ法）が２００９年３月期から適用される等の法制化を背景に内部統制システム構築が急速に進展している。

内部統制はリスクマネジメント体制、コンプライアンス体制と一体となって機能し、その取り組み状況について幅広くステークホルダーに説明していくことが求められている。上場企業を中心とする内部統制体制の構築を進めるプロセスの一環として、ＣＳＲ報告書の発行が推進される環境が整ってきたといえる。

（３）ＳＲＩ投資信託の増加

加えて、企業の財務面だけでなく、環境や社会への対応も評価して投資先を決定するＳＲＩ　（Ｓｏｃｉａｌ　Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉｌｉｔｙ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　社会的責任投資）の普及（表３参照）も、CSR報告書急増の一因として指摘できる。わが国のＳＲＩ投資信託は２月末時点で約３，０７０億円が設定されている（表４参照）。米国（２７５兆円）に比べるとまだ未成熟な状況にあるものの近年着実にファンド数・資産残高が増加しており、これらの投資ファンド等に対するCSRへの取り組み姿勢の明確な開示が不可欠な要素となってきているといえる。

（表３）わが国のＳＲＩ型投資信託

	設定時期
	ファンド数（件）
	純資産残高（億円）

	平成１１年
	４
	６６２

	平成１２年
	５
	１０６

	平成１３年
	２
	３７

	平成１４年
	０
	０

	平成１５年
	２
	５７７

	平成１６年
	９
	２５７

	平成１７年
	７
	２８０

	平成１８年
	８
	１，１５１

	合計
	３７
	３，０７０


４．おわりに

以上のように、東証一部上場企業においては、ここ１年で「環境報告書」から「ＣＳＲ報告書」の発行にシフトが進み、とくにＣＳＲ報告書発行企業が急増した。企業のＣＳＲへの取り組みが急速に進展しているといえよう。

また、ＣＳＲ報告書作成ガイドラインであるＧＲＩサステナビリティ・リポーティング・ガイドラインについても、平成１８年１０月にガイドライン（Ｇ３ガイドライン）が公表された。今回の改定では、企業のステークホルダーに対する活動がどのようなプロセスで行われ、報告につなげられているかを開示する姿勢を重視している。ＣＳＲへの対応のプロセスを説明・開示することが企業に求められており、ＣＳＲにおける「プロセス重視の時代」を迎えたといえる。今後、ＣＳＲ報告書による適切な内容の開示が一層進展していくものと期待される。

＜銀泉保険コンサルティングにおいても、ＣＳＲを前提とした内部統制、リスクマネジメント体制、コンプライアンス体制構築のご支援業務を実施しておりますので、是非ご照会下さい。＞

	照会先
	連絡先

	リスクマネジメント事業部

　　　　　平郡　満
	（Tel）06-6205-6221

（Fax）06-6205-6236


【参考】（表４）わが国のＳＲＩ型投資信託


銀泉株式会社

東京　ＴＥＬ　０３－５２２６－２２０３

大阪　ＴＥＬ　０６－６２０２－２５１１

ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：//www.ginsen-gr.co.jp

銀泉保険コンサルティング株式会社

東京　ＴＥＬ　０３－５２２６－２２１２

大阪　ＴＥＬ　０６－６２０５－６２２１

ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：//ginsen-ｃonsul.com

銀泉保険コンサルティング株式会社の概要

設立　　　　　平成９年６月６日

代表者　　　　取締役社長　宮武　祥夫

資本金　　　　１億円

主要株主　　銀泉㈱１００％出資

主たる業務　コンサルティング業務

（リスクマネジメント、内部統制、保険プログラム構築、企業年金）

　　　　　　　　損害保険・生命保険の仲立人業務

役職員　　　　３６名

東京本社　　東京都千代田区九段南３－９－１５

大阪本社　　大阪市中央区高麗橋４－６－１４
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